
担

当

課

（

室

）

目

次

発

行

岡

山

県

種

の

増

殖

に

つ

い

て

の

指

示

員

会

【

公

立

大

学

法

人

岡

山

県

立

大

学

】

担

当

課

（

室

）

○

一

般

競

争

入

札

の

実

施

公

立

大

学

法

人

岡

山

目

次

県

立

大

学

【

告

示

】

○

知

事

指

定

薬

物

の

指

定

の

失

効

医

薬

安

全

課

【

公

告

】

○

大

規

模

小

売

店

舗

の

変

更

の

届

出

の

縦

覧

経

営

支

援

課

○

農

業

振

興

地

域

の

区

域

の

変

更

農

村

振

興

課

○

開

発

許

可

を

受

け

た

開

発

行

為

に

関

す

る

工

事

建

築

指

導

課

の

完

了

○

〃

〃

○

〃

〃

○

〃

〃

○

公

共

施

設

に

係

る

開

発

行

為

に

関

す

る

工

事

の

〃

完

了

【

監

査

公

表

】

○

令

和

四

年

度

の

監

査

の

結

果

の

公

表

監

査

事

務

局

【

】

海

区

漁

業

調

整

委

員

会

○

水

産

動

植

物

の

採

捕

の

禁

止

の

指

示

海

区

漁

業

調

整

委

員

会

○

〃

〃

○

〃

〃

【

内

水

面

漁

場

管

理

委

員

会

】

○

令

和

五

年

度

に

お

け

る

第

五

種

共

同

漁

業

権

魚

内

水

面

漁

場

管

理

委

岡

山

県

公

報

令和４年１２月２７日 第１２４６０号



◎
岡
山
県
告
示
第
五
百
三
十
六
号 

 

岡
山
県
危
険
な
薬
物
か
ら
県
民
の
命
と
く
ら
し
を
守
る
条
例
（
平
成
二
十
七
年
岡
山
県
条
例
第
十
七

号
。
以
下
「
条
例
」
と
い
う
。
）
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
知
事
指
定
薬
物
の
指
定
は
、

そ
の
効
力
を
失
っ
た
。 

 
 

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 
 

 
 

一 

知
事
指
定
薬
物
の
名
称 

１ 

二
―
（
三
―
メ
ト
キ
シ
フ
ェ
ニ
ル
）
―
二
―
［
（
プ
ロ
パ
ン
―
二
―
イ
ル
）
ア
ミ
ノ
］
シ
ク
ロ

ヘ
キ
サ
ン
―
一
―
オ
ン
（
通
称
名
Ｍ
Ｘ
ｉ
Ｐ
ｒ
、
Ｍ
ｅ
ｔ
ｈ
ｏ
ｘ
ｉ
ｓ
ｏ
ｐ
ｒ
ｏ
ｐ
ａ
ｍ
ｉ
ｎ
ｅ
）

及
び
そ
の
塩
類 

２ 

Ｎ
―
メ
チ
ル
―
一
―
（
五
―
メ
チ
ル
チ
オ
フ
ェ
ン
―
二
―
イ
ル
）
プ
ロ
パ
ン
―
二
―
ア
ミ
ン

（
通
称
名
五
―
Ｍ
Ｍ
Ｐ
Ａ
、
Ｍ
ｅ
ｐ
ｈ
ｅ
ｄ
ｒ
ｅ
ｎ
ｅ
）
及
び
そ
の
塩
類 

３ 

二
―
｛
二
―
（
四
―
エ
ト
キ
シ
ベ
ン
ジ
ル
）
―
一
Ｈ
―
ベ
ン
ゾ
［
ｄ
］
イ
ミ
ダ
ゾ
ー
ル
―
一
―

イ
ル
｝
―
Ｎ
・
Ｎ
―
ジ
エ
チ
ル
エ
タ
ン
―
一
―
ア
ミ
ン
（
通
称
名
Ｅ
ｔ
ａ
ｚ
ｅ
ｎ
ｅ
、
Ｅ
ｔ
ｏ
ｄ

ｅ
ｓ
ｎ
ｉ
ｔ
ａ
ｚ
ｅ
ｎ
ｅ
）
及
び
そ
の
塩
類 

４ 

Ｎ
―
（
一
―
ア
ミ
ノ
―
三
・
三
―
ジ
メ
チ
ル
―
一
―
オ
キ
ソ
ブ
タ
ン
―
二
―
イ
ル
）
―
一
―
ヘ

キ
シ
ル
―
一
Ｈ
―
イ
ン
ダ
ゾ
ー
ル
―
三
―
カ
ル
ボ
キ
シ
ア
ミ
ド
（
通
称
名
Ａ
Ｄ
Ｂ
―
Ｈ
Ｅ
Ｘ
Ｉ
Ｎ

Ａ
Ｃ
Ａ
、
Ａ
Ｄ
Ｂ
―
Ｈ
Ｉ
Ｎ
Ａ
Ｃ
Ａ
）
及
び
そ
の
塩
類 

５ 

Ｎ
―
（
一
―
ア
ミ
ノ
―
一
―
オ
キ
ソ
―
三
―
フ
ェ
ニ
ル
プ
ロ
パ
ン
―
二
―
イ
ル
）
―
一
―
ブ
チ

ル
―
一
Ｈ
―
イ
ン
ダ
ゾ
ー
ル
―
三
―
カ
ル
ボ
キ
シ
ア
ミ
ド
（
通
称
名
Ａ
Ｐ
Ｐ
―
Ｂ
Ｉ
Ｎ
Ａ
Ｃ
Ａ
、

Ａ
Ｐ
Ｐ
―
Ｂ
Ｕ
Ｔ
Ｉ
Ｎ
Ａ
Ｃ
Ａ
）
及
び
そ
の
塩
類 

二 

指
定
の
失
効
の
理
由 

 

条
例
第
二
条
第
六
号
に
規
定
す
る
薬
物
に
指
定
さ
れ
た
た
め 

三 

失
効
年
月
日 

 

令
和
四
年
十
二
月
二
十
六
日 

令和４年１２月２７日　岡山県公報　第１２４６０号



〔
六
三
九
〕
大
規
模
小
売
店
舗
立
地
法
（
平
成
十
年
法
律
第
九
十
一
号
）
第
六
条
第
三
項
に
お
い
て
準

用
す
る
同
法
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
大
規
模
小
売
店
舗
の
変
更
の
届
出
に
つ
い
て
、
縦

覧
に
供
す
る
。 

 
こ
の
公
告
に
係
る
大
規
模
小
売
店
舗
を
設
置
す
る
者
が
そ
の
周
辺
の
地
域
の
生
活
環
境
の
保
持
の
た

め
配
慮
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
意
見
を
有
す
る
者
は
、
同
法
第
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、
縦
覧
期

間
満
了
の
日
ま
で
に
知
事
に
意
見
書
を
提
出
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 
 

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 
 

 
 

一 

届
出
事
項
の
概
要 

 

１ 

大
規
模
小
売
店
舗
の
名
称
及
び
所
在
地 

    
 

名
称 

イ
オ
ン
モ
ー
ル
津
山 

    
 

所
在
地 

津
山
市
河
辺
字
桑
ノ
木
一
○
○
○
番
地
一
ほ
か 

 

２ 

届
出
者
の
名
称
、
住
所
及
び
代
表
者
の
氏
名 

 
 

 

名
称 

イ
オ
ン
リ
テ
ー
ル
株
式
会
社 

 
 

 

住
所 

千
葉
市
美
浜
区
中
瀬
一
丁
目
五
番
地
一 

 
 

 

代
表
者
の
氏
名 

代
表
取
締
役 

井
出 
武
美 

 

３ 

変
更
事
項 

 
 

 

大
規
模
小
売
店
舗
に
お
い
て
小
売
業
を
行
う
者
の
名
称
、
住
所
及
び
代
表
者
の
氏
名 

 
 

 

（
変
更
前
） 

 
 

 
 

 

名
称 

有
限
会
社
丸
美
屋 

 
 

 
 

 

住
所 

久
米
郡
美
咲
町
原
田
一
九
三
三
―
五 

 
 

 
 

 

代
表
者
の
氏
名 

代
表
取
締
役 

黒
瀬 

光
輝 

 
 

 
 

 

ほ
か
二
十
八
者
（
届
出
書
別
紙
に
記
載
の
と
お
り
） 

 
 

 

（
変
更
後
） 

 
 

 
 

 

名
称 

有
限
会
社
丸
美
屋 

 
 

 
 

 

住
所 

久
米
郡
美
咲
町
原
田
一
九
三
三
―
五 

 
 

 
 

 

代
表
者
の
氏
名 

代
表
取
締
役 

黒
瀬 

光
康 

 
 

 
 

 

ほ
か
二
十
八
者
（
届
出
書
別
紙
に
記
載
の
と
お
り
） 

 

４ 

変
更
年
月
日 

 
 

 

令
和
四
年
三
月
一
日
ほ
か 

二 

届
出
年
月
日 

 
 

令
和
四
年
十
二
月
十
六
日 

三 

縦
覧
の
期
間
及
び
場
所 

 

１ 

縦
覧
の
期
間 

 
 

 

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日
か
ら
令
和
五
年
四
月
二
十
六
日
ま
で 

 

２ 

縦
覧
の
場
所 

 
 

 

岡
山
県
産
業
労
働
部
経
営
支
援
課 

令和４年１２月２７日　岡山県公報　第１２４６０号



〔
六
四
〇
〕
農
業
振
興
地
域
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
五
十
八
号
）
第
七
条
第

一
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
に
掲
げ
る
農
業
振
興
地
域
の
区
域
を
次
の
と
お
り
変
更
す
る
。

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日

岡
山
県
知
事

伊

原

木

隆

太

岡
山
農
業
振
興
地
域

（

次
の
と
お
り
」
は
省
略
し
、
そ
の
関
係
図
書
を
岡
山
県
農
林
水
産
部
農
村
振
興
課
に
備
え
置
い

「

て
一
般
の
縦
覧
に
供
す
る

）
。

令和４年１２月２７日　岡山県公報　第１２４６０号



〔
六
四
一
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。 

 
 

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 

一 

開
発
区
域
又
は
工
区
に
含
ま
れ
る
地
域
の
名
称 

赤
磐
市
穂
崎
字
赤
坂
三
四
七
―
一 

二 

許
可
を
受
け
た
者
の
住
所
及
び
氏
名 

岡
山
市
中
区
乙
多
見
二
〇
九
―
一
九
ス
マ
イ
リ
ー
乙
多
見
Ｃ
一
〇
一
号
室 

貝
吹 

青
風 

赤
磐
市
穂
崎
三
一
九 

貝
吹
み
な
み 

三 

許
可
年
月
日
及
び
許
可
番
号 

 
 

令
和
四
年
十
月
二
十
五
日
岡
山
県
指
令
建
指
第
二
九
一
号 

令和４年１２月２７日　岡山県公報　第１２４６０号



〔
六
四
二
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。 

 
 

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 

一 

開
発
区
域
又
は
工
区
に
含
ま
れ
る
地
域
の
名
称 

総
社
市
福
井
字
中
畑
一
一
三
―
六 

二 

許
可
を
受
け
た
者
の
住
所
及
び
氏
名 

総
社
市
総
社
三
丁
目
五
―
三
五
ラ
・
パ
ル
テ
ー
ル
一
〇
二 

平
田 

隼
人 

平
田 

衿
奈 

三 

許
可
年
月
日
及
び
許
可
番
号 

 
 

令
和
四
年
九
月
十
四
日
岡
山
県
指
令
建
指
第
二
二
九
号 

令和４年１２月２７日　岡山県公報　第１２４６０号



〔
六
四
三
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。 

 
 

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 

一 

開
発
区
域
又
は
工
区
に
含
ま
れ
る
地
域
の
名
称 

総
社
市
真
壁
字
八
神
四
〇
一
―
一
一 

二 

許
可
を
受
け
た
者
の
住
所
及
び
氏
名 

総
社
市
井
尻
野
八
二
二
―
一
セ
レ
ー
ナ
Ａ
一
〇
五
号
室 

 
 

池
上 

 

怜 

池
上 

美
鈴 

三 

許
可
年
月
日
及
び
許
可
番
号 

 
 

令
和
四
年
十
月
十
二
日
岡
山
県
指
令
建
指
第
二
七
四
号 

令和４年１２月２７日　岡山県公報　第１２４６０号



〔
六
四
四
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。 

 
 

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 

一 

開
発
区
域
又
は
工
区
に
含
ま
れ
る
地
域
の
名
称 

都
窪
郡
早
島
町
前
潟
字
西
ノ
内
一
〇
九
七
―
一
二
、
一
〇
九
七
―
一
八
、
一
〇
九
七
―
一
九
、
一

〇
九
七
―
二
〇
、
一
〇
九
七
―
二
一 

二 

許
可
を
受
け
た
者
の
住
所
及
び
氏
名 

岡
山
市
北
区
御
津
野
々
口
三
三
五
ピ
ュ
ア
ス
テ
ー
ジ
Ⅴ
二
〇
三
号 

岡
本 

佑
一 

三 

許
可
年
月
日
及
び
許
可
番
号 

 
 

令
和
四
年
七
月
二
十
七
日
岡
山
県
指
令
建
指
第
一
六
三
号 

令和４年１２月２７日　岡山県公報　第１２４６０号



〔
六
四
五
〕
次
の
者
に
係
る
都
市
計
画
法
（
昭
和
四
十
三
年
法
律
第
百
号
）
第
二
十
九
条
の
規
定
に
よ

る
開
発
許
可
を
受
け
た
開
発
行
為
に
関
す
る
工
事
の
う
ち
、
公
共
施
設
に
関
す
る
工
事
が
完
了
し
た
。 

 
 

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

岡
山
県
知
事 

 

伊 

原 

木 
 

隆 
 

太 

一 

開
発
区
域
又
は
工
区
に
含
ま
れ
る
地
域
の
名
称 

都
窪
郡
早
島
町
前
潟
字
西
ノ
内
一
〇
九
七
―
一
二
、
一
〇
九
七
―
一
八
、
一
〇
九
七
―
一
九
、
一

〇
九
七
―
二
〇
、
一
〇
九
七
―
二
一 

二 

公
共
施
設
の
種
類 

    

下
水
道 

三 

位
置
及
び
区
域 

開
発
登
録
簿
記
載
の
と
お
り
（
開
発
登
録
簿
は
、
岡
山
県
土
木
部
都
市
局
建
築
指
導
課
に
お
い
て 

 

閲
覧
に
供
す
る
。
） 

四 

許
可
を
受
け
た
者
の
住
所
及
び
氏
名 

岡
山
市
北
区
御
津
野
々
口
三
三
五
ピ
ュ
ア
ス
テ
ー
ジ
Ⅴ
二
〇
三
号 

岡
本 

佑
一 

五 

許
可
年
月
日
及
び
許
可
番
号 

 
 

令
和
四
年
七
月
二
十
七
日
岡
山
県
指
令
建
指
第
一
六
三
号 

令和４年１２月２７日　岡山県公報　第１２４６０号



◎
岡
山
県
監
査
公
表
第
七
号 

 

地
方
自
治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
百
九
十
九
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
実
施
し

た
令
和
四
年
度
の
監
査
の
結
果
に
関
す
る
報
告
を
、
同
条
第
九
項
の
規
定
に
よ
り
、
次
の
と
お
り
公
表

す
る
。 

 
 

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

岡
山
県
監
査
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１ 監査の概要 

 (1) 監査等の種類     財務監査 

 (2) 監査の対象 

   ① 監査対象年度     令和３年度 

  ② 監査対象機関           137機関 

     （内 訳） 

       知事部局          34機関 

     諸局・企業会計        ６機関 

        教育委員会            74機関 

       公安委員会            23機関 

   ③ 監査実施機関          監査対象137機関のすべてについて監査を実施した。 

 (3) 監査の着眼点 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業の管理が法令に適合し、適正で、

経済的、効率的かつ効果的に行われ、その組織及び運営の合理化に努めているか。 

  (4) 監査の実施内容 

監査に当たっては、岡山県監査委員監査基準（令和２年３月27日岡山県監査公

表第５号）に準拠し、次のとおり実施した。 

  ① 事前調査 

        監査事務局職員が、あらかじめ監査実施機関に出向き、関係諸帳簿及び証拠書

類を確認・照合するとともに、当該機関の職員から説明を聴取して事前調査報告

書にまとめ、監査委員へ提出した。なお、教育委員会及び公安委員会の出先機関

の一部については、提出を受けた書面により調査を実施し、必要に応じ当該機関

の職員から説明を聴取して事前調査報告書にまとめ、監査委員へ提出した。 

    ② 監査委員監査 

   ア 実地監査（70機関） 

         監査委員が、監査実施機関に出向き、①の事前調査報告書の内容を踏まえ、

当該機関の職員から説明を聴取するとともに、当該機関から提出された監査資

料等及び事前調査報告書に基づいて監査を行った。なお、東京事務所、大阪事

務所の２機関についてはＷｅｂ会議システムを使用したリモートによる監査を

行った。 

     イ 書面監査（67機関） 

         監査委員が、①の事前調査報告書の内容を踏まえ、監査実施機関から提出さ

れた監査資料等及び事前調査報告書に基づいて監査を行った。 

２ 監査の結果 

上記により監査した限りにおいて、監査の対象となった事務がおおむね法令に適

合し、適正で、経済的、効率的かつ効果的に行われ、その組織及び運営の合理化に

努めていることを確認した。 

  (1) 総括的事項 

    ①  監査を実施した137機関のうち、20機関について53件の改善を要すると認められ

る事案（指摘事項）があった。これは、前年度の20機関・42件に比べ、機関数は
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変わらないものの、件数は増加している。 

  ② 指摘事項のうち収入未済に係る27件に関しては、14件について未収額が減少し

ているものの、11件については未収額が増加、２件については増減がなかった。

また、未収額が減少したもの及び増減がなかったものについても、なお多額の未

収額が残っている。 

  ③ 収入未済以外の指摘事項に関しては、岡山県財務規則その他の財務・会計に関

する諸規程に反すると認められるもの、また、このような事務処理の誤りの結果、

対外的に影響が生じていると認められるものがあった。 

  ④ 指摘事項に至らないが、書類の整備や物品の管理手続等に問題があり、是正す

べきと認められるもの（注意・指導事項）は76機関で357件あり、前年度の63機関

・314件に比べ、機関数、件数ともに増加している。 

 

監査実施機関 監査年月日 

指摘 

 

事項 

区 分 

実地 書面 

 

知 

 

事 

 

部 

 

局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

知事直轄・総合政策局・総務部 令和４年10月24日 － ○  

 

 

 

 

 

 

消防学校 令和４年８月１日 － ○  

東京事務所 令和４年７月29日 － 
○ 

(Web) 
 

県立記録資料館 令和４年８月23日 有 ○  

県民生活部 令和４年10月28日 有 ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

岡南飛行場管理事務所 令和４年７月26日 － ○  

岡山空港管理事務所 令和４年８月８日 － ○  

消費生活センター 令和４年８月９日 － ○  

男女共同参画推進センター 令和４年８月９日 － ○  

環境文化部 令和４年10月28日 － ○  

 

 
環境保健センター 令和４年８月２日 － ○  
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県立美術館 令和４年８月31日 － ○  

保健福祉部 令和４年11月７日 有 ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

福祉相談センター（中央児童

相談所を含む。） 

令和４年８月23日 

 
有 ○  

倉敷児童相談所 令和４年８月16日 有 ○  

津山児童相談所 令和４年８月29日 － ○  

県立成徳学校 令和４年８月17日 － ○  

健康の森学園 令和４年７月20日 － ○  

産業労働部 令和４年11月４日 有 ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪事務所 令和４年８月５日 － 
○ 

(Web) 
 

工業技術センター 令和４年８月８日 － ○  

南部高等技術専門校 令和４年８月16日 － ○  

北部高等技術専門校 令和４年８月26日 － ○  

北部高等技術専門校美作校 令和４年８月26日 － ○  

農林水産部 令和４年10月31日 － ○  

 

 

 

 

農林水産総合センター 令和４年８月30日 有 ○  

県営食肉地方卸売市場 令和４年９月１日 － ○  

土木部 令和４年10月31日 有 ○ 
 

 

 

 
後楽園事務所 令和４年８月31日 － ○  
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出納局 令和４年11月７日 － ○  

備前県民局（東備地域事務所を含

む。） 

令和４年10月17日 

 
有 ○  

備中県民局（井笠、高梁、新見地

域事務所を含む。） 

令和４年10月13日 

 

 

 

有 ○  

 

 
水島港湾事務所 有 ○  

美作県民局（真庭、勝英地域事務

所を含む。） 

令和４年10月５日 

 
有 ○  

 

諸 

 

局 

 

等 

 

 

 

 

 

 

議会事務局 令和４年10月31日 － ○  

人事委員会事務局 令和４年10月24日 －  ○ 

労働委員会事務局 令和４年10月24日 －  ○ 

監査事務局 令和４年10月31日 －  ○ 

企業局 令和４年７月15日 有 ○  

土木部都市局（流域下水道事業会

計） 

令和４年７月15日 

 
－ ○  

 

教 

 

育 

 

委 

 

員 

 

会 

 

 

教育庁 令和４年11月４日 有 ○  

岡山教育事務所 令和４年７月25日 －  ○ 

津山教育事務所 令和４年７月25日 －  ○ 

総合教育センター 令和４年６月27日 － ○  

生涯学習センター 令和４年７月27日 － ○  

県立図書館 令和４年８月18日 － ○  
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県立博物館 令和４年８月17日 －  ○ 

古代吉備文化財センター 令和４年８月24日 －  ○ 

岡山朝日高等学校 令和４年７月７日 －  ○ 

岡山操山高等学校（中学校を含

む。） 

令和４年９月21日 

 
－  ○ 

岡山芳泉高等学校 令和４年７月７日 －  ○ 

岡山一宮高等学校 令和４年７月29日 －  ○ 

岡山城東高等学校 令和４年８月３日 －  ○ 

西大寺高等学校 令和４年８月１日 － ○  

瀬戸高等学校 令和４年７月13日 －  ○ 

高松農業高等学校 令和４年８月４日 －  ○ 

興陽高等学校 令和４年８月16日 －  ○ 

瀬戸南高等学校 令和４年６月29日 － ○  

岡山工業高等学校 令和４年８月16日 －  ○ 

東岡山工業高等学校 令和４年７月25日 －  ○ 

岡山東商業高等学校 令和４年７月27日 － ○  

岡山南高等学校 令和４年９月13日 －  ○ 

岡山御津高等学校 令和４年７月12日 － ○  

倉敷青陵高等学校 令和４年７月８日 － ○  
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倉敷天城高等学校（中学校を含

む。） 

令和４年７月13日 

 
－  ○ 

倉敷南高等学校 令和４年７月25日 －  ○ 

倉敷古城池高等学校 令和４年８月３日 －  ○ 

倉敷中央高等学校 令和４年７月25日 －  ○ 

玉島高等学校 令和４年７月29日 －  ○ 

倉敷鷲羽高等学校 令和４年７月25日 －  ○ 

倉敷工業高等学校 令和４年８月４日 －  ○ 

水島工業高等学校 令和４年８月22日 －  ○ 

倉敷商業高等学校 令和４年８月３日 －  ○ 

玉島商業高等学校 令和４年７月11日 － ○  

津山高等学校（中学校を含む。） 令和４年７月26日 －  ○ 

津山東高等学校 令和４年８月16日 －  ○ 

津山工業高等学校 令和４年９月７日 －  ○ 

津山商業高等学校 令和４年７月20日 －  ○ 

玉野高等学校 令和４年７月25日 －  ○ 

玉野光南高等学校 令和４年８月４日 －  ○ 

笠岡高等学校 令和４年７月７日 －  ○ 

笠岡工業高等学校 令和４年７月21日 － ○  
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笠岡商業高等学校 令和４年７月21日 － ○  

井原高等学校 令和４年７月７日 －  ○ 

総社高等学校 令和４年７月22日 － ○  

総社南高等学校 令和４年７月22日 有 ○  

高梁高等学校 令和４年７月13日 － ○  

高梁城南高等学校 令和４年７月13日 － ○  

新見高等学校 令和４年７月１日 － ○  

備前緑陽高等学校 令和４年７月７日 －  ○ 

邑久高等学校 令和４年７月21日 －  ○ 

勝山高等学校 令和４年７月29日 －  ○ 

真庭高等学校 令和４年７月21日 －  ○ 

林野高等学校 令和４年７月14日 －  ○ 

鴨方高等学校 令和４年７月26日 －  ○ 

和気閑谷高等学校 令和４年７月14日 －  ○ 

矢掛高等学校 令和４年７月４日 － ○  

勝間田高等学校 令和４年７月13日 －  ○ 

烏城高等学校 令和４年７月12日 － ○  

岡山大安寺中等教育学校 令和４年７月25日 －  ○ 

岡山盲学校 令和４年７月26日 －  ○ 
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岡山聾学校 令和４年７月６日 － ○  

岡山支援学校 令和４年７月６日 － ○  

岡山西支援学校 令和４年８月２日 － ○  

岡山東支援学校 令和４年８月４日 －  ○ 

岡山南支援学校 令和４年７月26日 －  ○ 

岡山瀬戸高等支援学校 令和４年８月16日 －  ○ 

倉敷まきび支援学校 令和４年７月４日 － ○  

倉敷琴浦高等支援学校 令和４年８月４日 －  ○ 

西備支援学校 令和４年７月21日 －  ○ 

健康の森学園支援学校 令和４年７月20日 － ○  

東備支援学校 令和４年７月15日 有   ○ 

早島支援学校 令和４年７月７日 －  ○ 

誕生寺支援学校 令和４年７月19日 － ○  

 

公 

 

安 

 

委 

 

員 

 

会 

 

 

警察本部 令和４年10月21日 有 ○   

岡山中央警察署 令和４年８月17日 － ○  

岡山東警察署 令和４年７月15日 －  ○ 

岡山西警察署 令和４年７月29日 －  ○ 

岡山南警察署 令和４年７月13日 有  ○ 

岡山北警察署 令和４年７月26日 －  ○ 
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赤磐警察署 令和４年７月25日 －  ○ 

備前警察署 令和４年６月29日 － ○  

瀬戸内警察署 令和４年７月25日 －  ○ 

玉野警察署 令和４年７月14日 －  ○ 

児島警察署 令和４年７月８日 － ○  

倉敷警察署 令和４年７月26日 －  ○ 

水島警察署 令和４年７月29日 －  ○ 

玉島警察署 令和４年７月11日 － ○  

笠岡警察署 令和４年７月21日 －  ○ 

井原警察署 令和４年７月25日 有  ○ 

総社警察署 令和４年７月29日 －  ○ 

高梁警察署 令和４年７月26日 －  ○ 

新見警察署 令和４年７月１日 － ○  

真庭警察署 令和４年７月13日 －  ○ 

津山警察署 令和４年８月29日 － ○  

美作警察署 令和４年８月３日 有  ○ 

美咲警察署 令和４年７月19日 － ○  

 

 (2) 個別的事項（指摘事項） 

    ○ 知事部局 

① 知事直轄・総合政策局・総務部 

ア 県立記録資料館 
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・印刷の契約において、契約金額が100万円以上であるにもかかわらず検

査調書を作成していないものが認められた。 

 

      ② 県民生活部 

    ア 本庁 

・雑入（自立促進資金貸付金償還金）及び雑入（生業修学資金貸付金償還金）

の収入未済額について、総額は減少しているものの、なお多額の未収額が

あり、さらなる改善が必要である。 

 

        雑入（自立促進資金貸付金償還金）収入未済状況 

令和２年度末      14,203,547円 
    

 

 

 

 

 

令和３年度末 13,334,447円 

比 較 増 減     △869,100円 

        

雑入（生業修学資金貸付金償還金）収入未済状況 

令和２年度末      16,612,060円 
    

 

 

 

 

 

令和３年度末 15,702,060円 

比 較 増 減     △910,000円 

 

・ＮＴＴ管路使用料の支出について、正当債権者でない者に支払っている

ものが認められた。 

・市町村に対する交付金の支出について、正当債権者でない者に支払って

いるものが認められた。 

 

      ③ 保健福祉部 

    ア 本庁 

・収入未済額について、雑入（児童扶養手当返納金）及び母子父子寡婦福祉資

金貸付金について、総額が増加し、多額の未収額があり、さらなる改善が必

要である。 

 

雑入（児童扶養手当返納金）収入未済状況 

令和２年度末       1,935,740円 
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令和３年度末      2,815,760円 

比 較 増 減 880,020円 

         

母子父子寡婦福祉資金貸付金収入未済状況 

令和２年度末       6,371,550円 

令和３年度末        6,393,585円 

比 較 増 減        22,035円 

 

・自宅療養サポートセンター運営業務委託について、請求額を見誤って間違

った金額を支出したものが認められた。 

・集団接種会場医療従事者報酬について、勤務実績の確認を怠り、勤務して

いない人に誤って支出したものが認められた。 

・精神科病院群輪番体制整備事業に係る委託料について、誤って受託団体代

表者の個人口座へ入金したものが認められた。 

・新型コロナウイルス感染症患者の移送用に賃借している車両１台について

車検の有効期間が満了していたことに気付かず、車検切れの状態で使用し

ていたものが認められた。 

 

イ 福祉相談センター 

・収入未済額について、児童保護弁償金に係る延滞金については総額は減少

しているものの、児童保護弁償金については増加している。また、総額が

減少した項目についても、なお多額の未収額があり、併せてさらなる改善

が必要である。 

 

        児童保護弁償金収入未済状況 

令和２年度末       4,285,460円 

令和３年度末       5,011,900円 

比 較 増 減        726,440円 

 

児童保護弁償金に係る延滞金収入未済状況 
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令和２年度末       1,310,600円 

令和３年度末       1,161,200円 

比 較 増 減        △149,400円 

 

    ウ 倉敷児童相談所 

・児童保護弁償金の収入未済額について、総額が増加し、多額の未収額があ

り、さらなる改善が必要である。 

 

児童保護弁償金収入未済状況 

令和２年度末       4,409,855円 

令和３年度末        4,679,445円 

比 較 増 減        269,590円 

      

   ④ 産業労働部 

    ア 本庁 

・中小企業支援資金貸付金の収入未済額について、総額は減少しているもの

の、なお多額の未収額があり、さらなる改善が必要である。 

 

中小企業支援資金貸付金収入未済状況 

令和２年度末      456,828,726円 

令和３年度末      446,098,382円 

比 較 増 減     △10,730,344円 

 

・令和２年度の岡山県中小企業団体中央会補助金について、交付決定及び確

定の額を誤り、過大に交付していたものを、令和３年度に返還させている

ものが認められた。 

 

⑤ 農林水産部 

    ア 農林水産総合センター 

・前年度の注意・指導事項のうち、必要な契約書、請書のないもの又はその
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内容が適正でないものについて、本年度の監査においても、屋内清掃業務

仕様書において、受託者は作業責任者を選任したときは、委託者にその者

の履歴書を提出し承認を受けることとしているにもかかわらず、履歴書の

提出を受けず承認もしていないものが認められた。 

 

   ⑥ 土木部 

    ア 本庁 

・土木使用料（住宅使用料）の収入未済額について、総額は減少しているも

のの、なお多額の未収額があり、さらなる改善が必要である。 

              

土木使用料（住宅使用料）収入未済状況 

令和２年度末       46,101,831円 

令和３年度末       45,808,667円 

比 較 増 減       △293,164円 

 

・令和２年度の委員報酬について、会議の延期に伴い全額戻入を行う必要が

あったにもかかわらず、戻入処理を怠り、令和３年度に処理を行ったもの

が認められた。 

 

   ⑦ 備前県民局 

    ア 本局 

・収入未済額について、雑入（生活保護費返還金・徴収金外) 、違約金及び

延納利息（農業改良資金貸付金違約金）及び土木使用料（河川占用料外）

については総額は減少しているものの、母子父子寡婦福祉資金貸付金につ

いては増加している。また、総額が減少した項目についても、なお多額の

未収額があり、併せてさらなる改善が必要である。 

 

雑入（生活保護費返還金・徴収金外)収入未済状況 

令和２年度末      3,729,273円 

令和３年度末      3,228,549円 

比 較 増 減     △500,724円 

 

母子父子寡婦福祉資金貸付金収入未済状況 
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令和２年度末      9,520,032円 

令和３年度末      9,614,107円 

比 較 増 減     94,075円 

 

違約金及び延納利息（農業改良資金貸付金違約金）収入未済状況 

令和２年度末      18,237,762円 

令和３年度末      17,694,403円 

比 較 増 減     △543,359円 

   

土木使用料（河川占用料外）収入未済状況 

令和２年度末      2,585,784円 

令和３年度末      1,777,179円 

比 較 増 減     △808,605円 

 

・公有財産貸付に係る公有財産貸付台帳が整備されていないものが認められ

た。 

・卓上マイクロ冷却遠心機を購入した際に、業者が納入条件に従い既存の冷

却遠心機の引取撤去を行っていたが、処分の手続がされていないものが認

められた。 

 

イ 東備地域事務所 

・前年度の注意・指導事項のうち、支出の手続が適正でないものについて、

本年度の監査においても、特定管理産業廃棄物（感染性産業廃棄物）の収

集、運搬及び処分業務に係る支出について、最終処分終了日の確認により

履行確認すべきところを、運搬終了日にしているものが認められた。 

 

      ⑧ 備中県民局 

    ア 本局 

・収入未済額について、雑入（霞橋側道橋放火に係る原因者負担金）につい

ては総額の増減はなく、雑入（生活保護費返還金・徴収金）については増
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加している。いずれの項目についても、なお多額の未収額があり、併せて

さらなる改善が必要である。 

 

雑入（生活保護費返還金・徴収金)収入未済状況 

令和２年度末      2,602,878円 

令和３年度末      11,671,490円 

比 較 増 減     9,068,612円 

 

雑入（霞橋側道橋放火に係る原因者負担金）収入未済状況 

令和２年度末      3,567,040円 

令和３年度末      3,567,040円 

比 較 増 減     0円 

 

・複写サービスに係る需用費の支出（毎月支払）について、業者からの請

求書の記載額が誤っていることに気付かず、過払いとなったものが認め

られた。 

 

    イ 井笠地域事務所 

・管理事務所耐震診断実施設計業務において、契約書の作成を省略できな

い業務であるにもかかわらず、請書を徴しているものが認められた。 

・道路維持修繕工事費（役務費）の支払において、契約の相手方（個人）

が死亡したため、相続人全員から代表者１名を受任者とする委任状を徴

し、当該受任者からの請求により当該受任者に支払うべきところを、当

該受任者からの請求書を徴することなく、死亡した相手方からの請求書

の写を請求書として扱い、当該受任者の口座に支払を行っていたものが

認められた。 

 

ウ 高梁地域事務所 

・道路維持補修工事の支払について、支払手続が完了していないと誤認し

業者に請求書の再発行を依頼し、誤って二重に支払ったものが認められ

た。 

・修繕(空調設備の更新)の契約において、契約金額が100万円以上である

にもかかわらず検査調書を作成していないものが認められた。 
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エ 新見地域事務所 

・県収入証紙の収入に当たり、収入証紙ちよう付実績簿を整備していない

ものが認められた。 

 

   ⑨ 水島港湾事務所  

・令和２年度建設事業市町村負担金精算に伴う還付金の支払において、支

出調書を作成していないものが認められた。 

 

   ⑩ 美作県民局 

    ア 本局 

・収入未済額について、雑入（生活保護費返還金・徴収金外)及び違約金及び

延納利息（農業改良資金貸付金違約金）については総額は減少しているも

のの、雑入（スラッジ撤去処理処分費用）については総額の増減はなく、

県税（滞納繰越分）及び県税関係諸収入（延滞金、加算金）については増

加している。また、総額が減少した項目についても、なお多額の未収額が

あり、併せてさらなる改善が必要である。 

 

雑入（スラッジ撤去処理処分費用）収入未済状況 

令和２年度末       2,172,000円 

令和３年度末      2,172,000円 

比 較 増 減     0円 

 

県税（滞納繰越分）収入未済状況 

令和２年度末      97,747,468円 

令和３年度末      106,749,539円 

比 較 増 減     9,002,071円 

 

県税関係諸収入（延滞金、加算金）収入未済状況 

令和２年度末      5,190,038円 

令和３年度末     5,397,154円 
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比 較 増 減     207,116円 

 

雑入（生活保護費返還金・徴収金外)収入未済状況 

令和２年度末      3,487,130円 

令和３年度末      3,057,805円 

比 較 増 減     △429,325円 

 

違約金及び延納利息（農業改良資金貸付金違約金）収入未済状況 

令和２年度末      3,045,112円 

令和３年度末      2,855,112円 

比 較 増 減     △190,000円 

 

イ 真庭地域事務所 

・雑入（ガードレール修繕に係る費用弁償）の収入未済額について、総額は

減少しているものの、なお多額の未収額があり、さらなる改善が必要であ

る。 

 

雑入（ガードレール修繕に係る費用弁償）収入未済状況 

令和２年度末      1,832,000円 

令和３年度末      1,532,000円 

比 較 増 減     △300,000円 

     

    ウ 勝英地域事務所 

・前年度の注意・指導事項のうち、契約関係で適正でないものについて、本

年度の監査においても、業務委託について、契約書及び共通仕様書で定め

る部分使用同意書の提出を受けていないにもかかわらず、受注者からの引

渡し前の成果物を他の業務に使用しているものが認められた。 

 

○ 諸局等 
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  ① 企業局 

・営業未収金（給水料金）の収入未済額について、総額が増加し、多額の未収

額があり、さらなる改善が必要である。 

 

営業未収金（給水料金）収入未済状況 

令和２年度末     78,841,720円 

令和３年度末     81,211,512円 

比 較 増 減     2,369,792円 

 

○ 教育委員会 

   ① 教育庁 

・収入未済額について、高等学校貸付奨学金及び高等学校等奨学金貸付金につ

いては総額は減少しているものの、大学奨学金貸付金及び違約金及び延納利

息（岡山県地域改善対策奨学金及び通学用品等助成金返還金遅延利息）につ

いては増加している。また、総額が減少した項目についても、なお多額の未

収額があり、併せてさらなる改善が必要である。 

 

高等学校貸付奨学金収入未済状況 

令和２年度末      9,418,001円 

令和３年度末     7,825,794円 

比 較 増 減     △1,592,207円 

 

高等学校等奨学金貸付金収入未済状況 

令和２年度末      26,698,952円 

令和３年度末      21,491,929円 

比 較 増 減     △5,207,023円 

 

大学奨学金貸付金収入未済状況 

令和２年度末      1,559,669円 
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令和３年度末      3,423,672円 

比 較 増 減     1,864,003円 

 

違約金及び延納利息（岡山県地域改善対策奨学金及び通学用品等助成金返

還金遅延利息）収入未済状況 

令和２年度末      636,495円 

令和３年度末      1,039,590円 

比 較 増 減     403,095円 

 

     ② 総社南高等学校 

・前々年度の注意・指導事項のうち、履行確認が適正でないものについて、本

年度の監査においても、揚水ポンプ取替の修繕について、請書で修繕を完了

したときは、修繕完了届を提出し、検査を受けることになっているが、当該

届が提出されていないものが認められた。 

      ③ 東備支援学校 

・契約金額100万円以上の物品の支払において、検査調書を作成していないもの

が認められた。 

    

    ○ 公安委員会 

     ① 警察本部 

      ・諸収入（放置違反金等）の収入未済額について、総額は減少しているものの、

なお多額の未収額があり、さらなる改善が必要である。 

 

諸収入（放置違反金等）収入未済状況 

令和２年度末       2,264,300円 

令和３年度末    1,514,200円 

比 較 増 減     △750,100円 

        

     ② 岡山南警察署 

      ・両袖机等の調達に係る契約について、50万円以上であるにもかかわらず請書

を徴していないものが認められた。 
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   ③ 井原警察署 

・自動販売機売上手数料について、調定決議の審査確認は行っていたが、納

入通知書が発行されてないものが認められた。 

④ 美作警察署 

・消耗品の支払について、業者から重複する請求書が送付され、誤って二重に

支払ったものが認められた。 

   

３ 所見 

  (1) 財務事務の適正化について 

      前年度の監査の結果に対する意見において、適正かつ効率的な財務事務の執行を

求めていたが、財務事務の執行に当たって、一部に事務処理の誤りがあり、依然と

して財務事務の適正な執行が徹底されていないものと見受けられる。 

中には改善の見受けられた機関もあるものの、指摘事項、注意・指導事項ともに

該当機関数、件数ともに増加している。 

こうした状況の要因としては、前年度、前々年度と新型コロナウイルス感染症の

拡大状況に鑑み、出向いての調査を予定していた出先機関の一部を書面による調査

に変更した影響もあるものの、それぞれの機関において定期監査の結果を踏まえた

改善に向けての取組が全職員に十分に浸透しておらず、全庁的にも情報の共有が十

分でないことが考えられる。本年度は、書面調査では十分調査できない契約手続に

関わる誤りが多く見受けられたが、担当職員が適切に事務処理をできるような仕組

みやルールづくりについて、適宜、見直す必要がある。 

今後は、監査結果の趣旨を全庁的に徹底するとともに、内部チェック機能の強化

や実効性のある職員研修の実施などの取組を一層充実させ、適正かつ効率的な財務

事務の執行に努められたい。 

また、財産関係では、公用車による交通事故での亡失損傷が引き続き多くの機関

で発生している。事故の原因についても、前年度と同様にバック時の接触事故等不

注意による自損事故が多くを占めている上、依然として原因が不明のものもあり、

各機関での安全運転教育及び公用車の適正な管理に対する意識の徹底を図るととも

に、全庁的に「県の保有する財産は県民が保有する財産である。」との再認識を持

つ取組を行うことにより、より一層の事故の発生防止に努められたい。 

なお、内部統制制度については、財務監査においても運用上の不備の報告漏れ

が見受けられたことなどから、職員に対し、内部統制の目的に対する意識の徹底

と浸透を図るとともに、重要性に対する認識を高めることにより、主体的な取組

を促進し、制度がより効果的に運用されるよう取り組まれたい。 

 (2) 収入未済の解消等について 

   税及び税外収入に係る収入未済の解消については、収入未済のある機関の大半で

未収額が減少し、全体で１億を超える縮減が見られたところであり、多くの機関で

債権回収の取組が成果を上げているものと認められる。しかしながら、なお多額の

未収額があることから、県民負担の不公平感を払拭し、適正に財源を確保する観点

に立って、法的手段等の活用による徹底した債権管理を行うとともに、個々の実情
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に応じたきめ細かな措置を適切に講じることにより、収入未済の早期解消に努めら

れたい。 

   また、本年度の監査において、新たな収入未済の発生や未収額が増加した機関も

あることから、新たな未収金を発生させないよう適時適切な対応に努められたい。 

令和４年１２月２７日　岡山県公報　第１２４６０号



◎
岡
山
海
区
漁
業
調
整
委
員
会
指
示
令
和
四
年
度
第
六
号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
百
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
繁
殖
保

護
を
図
る
た
め
、
水
産
動
植
物
の
採
捕
の
禁
止
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
指
示
す
る
。

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日

岡
山
海
区
漁
業
調
整
委
員
会

会

長

井

本

瀧

雄

一

禁
止
す
る
漁
業
の
種
類

か
に
す
く
い
網
漁
業

二

禁
止
区
域

瀬
戸
内
市
牛
窓
町
か
ら
玉
野
市
出
崎
ま
で
の
岡
山
県
海
面

三

禁
止
期
間

七
月
一
日
か
ら
九
月
三
十
日
ま
で

四

適
用
除
外

こ
の
指
示
は
、
試
験
研
究
、
教
育
実
習
又
は
増
養
殖
用
の
種
苗
（
種
卵
を
含
む

）
の
供
給
（
自

。

給
を
含
む

（
以
下
「
試
験
研
究
等
」
と
い
う

）
の
た
め
の
水
産
動
植
物
の
採
捕
に
つ
い
て
当
委

。
）

。

員
会
に
届
け
出
た
者
が
行
う
試
験
研
究
等
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

五

指
示
の
有
効
期
間

令
和
五
年
一
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で

令和４年１２月２７日　岡山県公報　第１２４６０号



◎
岡
山
海
区
漁
業
調
整
委
員
会
指
示
令
和
四
年
度
第
七
号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
百
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
繁
殖
保

護
を
図
る
た
め
、
水
産
動
植
物
の
採
捕
の
禁
止
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
指
示
す
る
。

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日

岡
山
海
区
漁
業
調
整
委
員
会

会

長

井

本

瀧

雄

一

禁
止
す
る
水
産
動
物
の
種
類

が
ざ
み
（
わ
た
り
が
に

。
た
だ
し
、
全
甲
幅
十
三
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
以
下
の
も
の
に
限
る
。

）

二

禁
止
す
る
漁
法

全
て
の
漁
法

三

禁
止
区
域

岡
山
県
海
面

四

禁
止
期
間

八
月
一
日
か
ら
九
月
三
十
日
ま
で

五

適
用
除
外

こ
の
指
示
は
、
試
験
研
究
、
教
育
実
習
又
は
増
養
殖
用
の
種
苗
（
種
卵
を
含
む

）
の
供
給
（
自

。

給
を
含
む

（
以
下
「
試
験
研
究
等
」
と
い
う

）
の
た
め
の
水
産
動
植
物
の
採
捕
に
つ
い
て
当
委

。
）

。

員
会
に
届
け
出
た
者
が
行
う
試
験
研
究
等
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

六

指
示
の
有
効
期
間

令
和
五
年
一
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で

令和４年１２月２７日　岡山県公報　第１２４６０号



◎
岡
山
海
区
漁
業
調
整
委
員
会
指
示
令
和
四
年
度
第
八
号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
百
二
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
、
繁
殖
保

護
を
図
る
た
め
、
水
産
動
植
物
の
採
捕
の
禁
止
に
つ
い
て
、
次
の
と
お
り
指
示
す
る
。

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日

岡
山
海
区
漁
業
調
整
委
員
会

会

長

井

本

瀧

雄

一

禁
止
す
る
水
産
動
物
の
種
類

ま
だ
こ

二

禁
止
す
る
漁
法

全
て
の
漁
法

三

禁
止
区
域

倉
敷
市
と
玉
野
市
の
境
界
（
松
ヶ
鼻
突
端
大
石
）
か
ら
玉
野
市
大
槌
島
の
高
見
通
し
線
以
西
で
あ

っ
て
、
か
つ
、
丸
亀
市
手
島
高
ノ
越
北
西
端
か
ら
倉
敷
市
下
水
島
南
西
端
見
通
し
延
長
線
以
東
で
あ

る
岡
山
県
海
面

四

禁
止
期
間

九
月
一
日
か
ら
同
月
三
十
日
ま
で

五

適
用
除
外

こ
の
指
示
は
、
試
験
研
究
、
教
育
実
習
又
は
増
養
殖
用
の
種
苗
（
種
卵
を
含
む

）
の
供
給
（
自

。

給
を
含
む

（
以
下
「
試
験
研
究
等
」
と
い
う

）
の
た
め
の
水
産
動
植
物
の
採
捕
に
つ
い
て
当
委

。
）

。

員
会
に
届
け
出
た
者
が
行
う
試
験
研
究
等
に
つ
い
て
は
、
適
用
し
な
い
。

六

指
示
の
有
効
期
間

令
和
五
年
一
月
一
日
か
ら
令
和
七
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で

令和４年１２月２７日　岡山県公報　第１２４６０号



◎
岡
山
県
内
水
面
漁
場
管
理
委
員
会
指
示
第
一
号

漁
業
法
（
昭
和
二
十
四
年
法
律
第
二
百
六
十
七
号
）
第
百
二
十
条
第
一
項
及
び
第
百
七
十
一
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、
令
和
五
年
度
に
お
け
る
第
五
種
共
同
漁
業
権
魚
種
の
増
殖
に
つ
い
て
次
の
と
お
り
指
示
す

る
。

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日

岡
山
県
内
水
面
漁
場
管
理
委
員
会

会

長

加

藤

卓

夫

（

：k
g

：

）

令
和
５
年
度
に
お
け
る
第
五
種
共
同
漁
業
権
魚
種
の
増
殖
指
示

単
位

た
だ
し

わ
か
さ
ぎ
は
卵
数
に
つ
い
て

単
位

万
粒

、

放
流

魚
種

代
替
措
置
可
能
魚
種

漁
業
協
同
組
合
名

漁
業
権
番
号

あ
ゆ

う
な
ぎ

ふ
な

あ
ま
ご

な
ま
ず

す
ぽ
ん

に
じ
ま
す

ぼ
ら

も
ろ
こ

わ
か
さ
ぎ

は
え

て
な
が
え
び

も
く
ず
が
に

（

）

漁
業
権
者
名

っ

1
,
2
2
0

5
0

3
0

1
0

5
0

3
0

80
5
0

内
共
第
１
号

吉
井

川
南

部
－

－
－

－
－

1
,
4
9
0

5
0

30
3
2
0

5
0

9
0

1
5

内
共
第
２
号

吉
野

川
－

－
－

－
－

－

1
,
5
7
0

4
0

2
0

3
0
0

1
0

1
0
0

1
0

内
共
第
３
号

吉
井

川
－

－
－

－
－

－

内
共
第
４
号

加
茂

郷
－

－
－

－
－

－
－

－
5
0
0

1
5

1
6
0

3
0

3
0

内
共
第
５
号

久
田

川
－

－
－

－
－

－
－

－
－

4
6
0

1
5

1
3
0

3
0

内
共
第
６
号

奥
津

川
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

3
2
0

2
2
0

,
4
4
0

5
0

4
0

1
0

1
0
0

1
0

内
共
第
７
号

旭
川

南
部

－
－

－
－

－
－

－
1

内
共
第
８
号

旭
川

中
央

－
－

－
－

－
－

－
1
,
7
40

1
0
0

1
5
0

4
8
0

1
0
0

5
0

内
共
第
９
号

湯
原

－
－

－
－

－
－

－
－

3
9
0

2
5

2
1
0

1
0
0

3
0

内
共
第

号
旭

川
北

－
－

－
－

－
－

－
－

1
0

3
9
0

2
0

3
8
0

1
5
0

3
0

1
1

3
,
1
5
0

9
0

6
0

2
0

15
0

7
5

内
共
第

号
高

梁
川

－
－

－
－

－
－

－

1
2

3
50

2
5

1
0

3
0

1
5

内
共
第

号
小

田
川

－
－

－
－

－
－

－
－

内
共
第

号
芳

井
町

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

1
3

3
5
0

1
5

3
0

1
4

1
,4
10

5
0

1
5

5
2
0

2
5

内
共
第

号
成

羽
川

－
－

－
－

－
－

－
1
5

2
5
0

1
0

2
5

5
5

25
内
共
第

号
〃

－
－

－
－

－
－

－
内
共
第

号
〃

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

1
6

7

内
共
第

号
新

見
－

－
－

－
－

－
－

1
7

1
,9
8
5

3
5

5
6
0

30
0

5
0
0

5
0

内
共
第

号
〃

－
－

－
－

－
－

－
－

－
－

1
8

1
6
5

8
0

1
0
0

内
共
第

号
番

川
－

－
－

－
－

－
－

－
1
9

1
0

2
3
0

2
5

1
5

4
0

内
共
第

号
〃

－
－

－
－

－
－

－
－

2
0

5
1
0
0

2
5

5
1
0

内
共
第

号
児

島
湾

淡
水

－
－

－
－

－
－

－
－

2
1

75
1
,
0
9
0

4
5

1
6
0

4
5

内
共
第

号
〃

－
－

－
－

－
－

－
－

2
2

1
5

4
7
0

5
4
0

5

備
考

は
え

て
な
が
え
び
及
び
も
く
ず
が
に
に
つ
い
て
は

漁
業
権
番
号
ご
と
の
指
示
量
に
応
じ
て

次
に
掲
げ
る
方
法
に
よ
り
放
流
の
代
替
措
置
を
行
う
こ
と
が
で
き
る

、
、

、
。

令和４年１２月２７日　岡山県公報　第１２４６０号



(
1
)

（

）

産
卵
床
造
成

は
え

指
示

量
造
成
箇
所
数

造
成

基
準

箇
所

１
箇
所
当
た
り
約

㎡
の
造
成

k
g

5
0
0

１
１

5
0

～
で
約

の
増
殖
と
み
な
す

5
0
k
g

。
２

5
1

1
0
0

～

３
1
0
1

1
5
0

～

(
2
)

（

）

産
卵
床
造
成

て
な
が
え
び

指
示

量
造
成
束
数

造
成

基
準

束
ソ
ダ

束
の
造
成
で
約

の
k
g

1
0

1
2
k
g

1
2

1
0

増
殖
と
み
な
す
。

(
3
)

C

（

）

（

）

親
が
に
・

甲
幅
約
３
㎜
の
稚
が
に

放
流

も
く
ず
が
に

1

指
示

量
親
が
に
放
流
基
準

放
流
基
準

C
1

親
が
に

の
放
流

の
放
流

k
g

8
.
4
k
g

C
0
.
1
3
kg

1、
1
0

で
の
増
殖
と
み

で
の
増
殖
と
み
な

1
0
k
g

1
0
kg

な
す

す

。

。
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◎
公
立
大
学
法
人
岡
山
県
立
大
学
公
告
第
四
号

政
府
調
達
に
関
す
る
協
定
の
適
用
を
受
け
る
調
達
に
つ
い
て

次
の
と
お
り
一
般
競
争
入
札
を
実
施

、

。

す
る

令
和
四
年
十
二
月
二
十
七
日

公
立
大
学
法
人
岡
山
県
立
大
学
理
事
長

沖

陽

子

１
調
達
内
容

(
1
)
購
入
等
件
名

公
立
大
学
法
人
岡
山
県
立
大
学
で
使
用
す
る
電
気
の
調
達

(
2
)
仕
様
等

入
札
説
明
書
に
よ
る
。

(
3
)
納
入
期
間

令
和
５
年
４
月
１
日
か
ら
令
和
６
年
３
月
3
1
日
ま
で

(
4
)
納
入
場
所
及
び
予
定
数
量

納
入
期
間
に
お
け
る

施
設
名

所
在
地

使
用
予
定
電
力
量

岡
山
県
総
社
市
窪
木
１
１
１
番
地

4
,
1
4
5
,
0
0
0
k
W
h

岡
山
県
立
大
学

(
5
)
入
札
方
法

入
札
に
当
た
っ
て
は
、
入
札
説
明
書
に
示
す
方
法
に
従
っ
て
計
算
し
た
、
１
年
分
の
参
考
総
価

金
額
を
も
っ
て
、
入
札
金
額
と
す
る
こ
と
。

(
6
)
そ
の
他

(
4
)
の
使
用
予
定
電
力
量
は
、
令
和
３
年
1
1
月
か
ら
令
和
４
年
1
0
月
ま
で
の
使
用
実
績
等
に
基

づ
き
算
定
し
た
１
年
分
の
使
用
予
定
電
力
量
で
あ
り
、
天
候
等
に
よ
り
変
動
す
る
。

２
競
争
入
札
参
加
資
格

次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
者
と
す
る
。

(
1
)
令
和
４
年
度
に
岡
山
県
が
発
注
す
る
物
品
の
調
達
契
約
で
あ
っ
て
地
方
公
共
団
体
の
物
品
等
又

は
特
定
役
務
の
調
達
手
続
の
特
例
を
定
め
る
政
令
（
平
成
７
年
政
令
第
3
7
2
号
）
の
規
定
が
適
用

さ
れ
る
契
約
に
係
る
競
争
入
札
に
参
加
す
る
者
に
必
要
な
資
格
（
平
成
3
1
年
岡
山
県
告
示
第
3
0
号

（
物
品
の
売
買
、
修
理
等
の
調
達
契
約
に
係
る
競
争
入
札
の
参
加
資
格
、
資
格
審
査
の
申
請
手
続

等
。
以
下
「
資
格
告
示
」
と
い
う
）
に
定
め
る
資
格
を
い
う
）
を
得
て
い
る
者
で
、
格
付
区

。
。

分
が
Ａ
で
あ
る
こ
と
。

(
2
)
地
方
自
治
法
施
行
令
（
昭
和
2
2
年
政
令
第
1
6
号
）
第
1
6
7
条
の
４
第
２
項
の
規
定
に
該
当
し
な

い
者
で
あ
る
こ
と
。

(
3
)
こ
の
公
告
の
日
か
ら
落
札
者
が
決
定
す
る
日
ま
で
の
間
に
お
い
て
、
物
品
の
売
買
、
修
理
等
の

契
約
に
係
る
一
般
競
争
入
札
（
条
件
付
）
参
加
資
格
者
の
資
格
審
査
要
領
（
平
成
1
9
年
岡
山
県
告

示
第
3
0
6
号
）
の
規
定
に
よ
る
入
札
参
加
の
停
止
の
措
置
を
受
け
て
い
る
者
で
な
い
こ
と
。

(
4
)
こ
の
公
告
の
日
か
ら
落
札
者
が
決
定
す
る
日
ま
で
の
間
に
お
い
て
、
物
品
の
売
買
、
修
理
等
の

契
約
に
係
る
一
般
競
争
入
札
（
条
件
付
）
参
加
除
外
等
要
領
に
基
づ
く
入
札
参
加
除
外
の
措
置
を

受
け
て
い
る
者
で
な
い
こ
と
。

(
5
)
民
事
再
生
法
（
平
成
1
1
年
法
律
第
2
2
5
号
）
に
基
づ
く
再
生
手
続
開
始
の
申
立
て
が
な
さ
れ
て

い
る
者
又
は
会
社
更
生
法
（
平
成
1
4
年
法
律
第
1
5
4
号
）
に
基
づ
く
更
生
手
続
開
始
の
申
立
て
が

な
さ
れ
て
い
る
者
（
再
生
手
続
開
始
の
決
定
又
は
更
生
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
て
い
る
者
を
除
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く
）
で
な
い
こ
と
。

。

(
6
)
電
気
事
業
法
（
昭
和
3
9
年
法
律
第
1
7
0
号
）
第
２
条
の
２
の
規
定
に
よ
り
小
売
電
気
事
業
の
登

録
を
受
け
て
い
る
者
で
あ
る
こ
と
。

(
7
)
二
酸
化
炭
素
排
出
原
単
位
（
調
整
後
排
出
係
数
適
用
、
未
利
用
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
活
用
及
び
再

）

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
に
関
し
、
入
札
説
明
書
で
示
す
入
札
参
加
条
件
を
満
た
し
て
い
る
者

で
あ
る
こ
と
。

(
8
)
岡
山
県
建
設
工
事
等
暴
力
団
対
策
会
議
運
営
要
領
に
基
づ
く
指
名
除
外
の
措
置
を
受
け
て
い
る

者
で
な
い
こ
と
。

３
入
札
書
の
提
出
場
所
等

(
1
)
入
札
書
の
提
出
場
所
、
契
約
条
項
を
示
す
場
所
、
入
札
説
明
書
等
の
交
付
場
所
及
び
問
い
合
わ

せ
先〒
7
1
9
－
1
1
9
7
岡
山
県
総
社
市
窪
木
１
１
１
番
地

岡
山
県
立
大
学
事
務
局
総
務
課
総
務
班

電
話
（
0
8
6
6
）
9
4
－
2
1
1
1

(
2
)
入
札
説
明
書
の
交
付
期
間
及
び
交
付
方
法

ア
交
付
期
間

令
和
４
年
1
2
月
2
7
日
（
火
）
か
ら
令
和
５
年
１
月
６
日
（
金
）
ま
で
（
土
曜
日
、
日
曜
日
、

祝
日
及
び
令
和
４
年
1
2
月
2
9
日
か
ら
令
和
５
年
１
月
３
日
ま
で
を
除
く
）
の
午
前
９
時
か
ら

。

午
後
５
時
ま
で

イ
交
付
方
法

(
1
)
の
場
所
に
て
交
付
す
る
。
ま
た
、
岡
山
県
立
大
学
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（
h
t
t
p
s
:
/
/
w
w
w
.

o
k
a
-
p
u
.
a
c
.
j
p
/
i
n
f
o
r
m
a
t
i
o
n
/
c
a
t
e
g
o
r
y
/
調
達
・
入
札
情
報
/
）
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
す
る

こ
と
も
で
き
る
。

(
3
)
入
札
書
の
提
出
方
法

入
札
書
の
提
出
は
、
持
参
又
は
郵
便
若
し
く
は
信
書
便
に
よ
る
送
付
（
以
下
「
郵
送
等
」
と
い

う
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

。

(
4
)
入
札
及
び
開
札
の
日
時
及
び
場
所

ア
日
時

令
和
５
年
２
月
７
日
（
火
）

午
後
２
時

た
だ
し
、
郵
送
等
に
よ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
令
和
５
年
２
月
６
日
（
月
）
午
後
５
時
を
受

領
期
限
と
す
る
。

イ
場
所

岡
山
県
総
社
市
窪
木
１
１
１
番
地

岡
山
県
立
大
学

本
部
棟
２
階
中
会
議
室

た
だ
し
、
郵
送
等
に
よ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
(
1
)
の
場
所
に
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

ウ
そ
の
他

持
参
の
場
合
に
あ
っ
て
は
、
入
札
開
始
前
及
び
開
札
開
始
後
に
お
い
て
は
、
入
札
書
の
提
出

を
受
け
付
け
な
い
。

４
入
札
者
に
要
求
さ
れ
る
事
項

こ
の
一
般
競
争
入
札
に
参
加
を
希
望
す
る
者
は
、
一
般
競
争
入
札
参
加
申
出
書
及
び
入
札
説
明
書

で
指
定
す
る
必
要
書
類
を
令
和
５
年
１
月
６
日
（
金
）
午
後
５
時
ま
で
に
、
３
(
1
)
の
場
所
に
提
出

（
郵
送
等
に
よ
る
も
の
を
含
む
）
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

。

ま
た
、
入
札
参
加
希
望
者
は
、
提
出
し
た
書
類
等
に
関
し
契
約
担
当
者
か
ら
説
明
を
求
め
ら
れ
た

場
合
に
は
、
そ
れ
に
応
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５
そ
の
他
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(
1
)
入
札
及
び
契
約
手
続
に
お
い
て
使
用
す
る
言
語
及
び
通
貨

日
本
語
及
び
日
本
国
通
貨

(
2
)
入
札
保
証
金

公
立
大
学
法
人
岡
山
県
立
大
学
契
約
事
務
取
扱
規
程
第
1
1
条
及
び
第
1
2
条
の
規
定
に
よ
る
。

(
3
)
契
約
保
証
金

公
立
大
学
法
人
岡
山
県
立
大
学
契
約
事
務
取
扱
規
程
第
4
0
条
及
び
第
4
2
条
の
規
定
に
よ
る
。

(
4
)
入
札
の
無
効

こ
の
公
告
に
示
し
た
競
争
入
札
参
加
資
格
の
な
い
者
の
し
た
入
札
、
入
札
者
に
求
め
ら
れ
る
義

務
を
履
行
し
な
か
っ
た
者
の
し
た
入
札
そ
の
他
公
立
大
学
法
人
岡
山
県
立
大
学
契
約
事
務
取
扱
規

程
第
1
7
条
各
号
に
掲
げ
る
入
札
に
係
る
入
札
書
は
、
無
効
と
す
る
。

(
5
)
契
約
書
作
成
の
要
否

要

(
6
)
落
札
者
の
決
定
方
法

公
立
大
学
法
人
岡
山
県
立
大
学
契
約
事
務
取
扱
規
程
第
７
条
第
１
項
の
規
定
に
よ
り
決
定
さ
れ

た
予
定
価
格
の
制
限
の
範
囲
内
で
最
低
の
価
格
を
も
っ
て
有
効
な
入
札
を
行
っ
た
者
を
落
札
者
と

す
る
。

(
7
)
契
約
に
お
け
る
特
約
事
項

当
該
契
約
に
係
る
歳
入
歳
出
予
算
の
減
額
又
は
削
除
が
あ
っ
た
場
合
は
、
こ
の
契
約
を
解
除
す

る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。

(
8
)
そ
の
他

詳
細
は
、
入
札
説
明
書
に
よ
る
。

６
S
u
m
m
a
r
y

(
1
)
N
a
m
e
a
n
d
q
u
a
n
t
i
t
y
o
f
t
h
e
p
r
o
d
u
c
t
s
t
o
b
e
p
u
r
c
h
a
s
e
d
:

E
l
e
c
t
r
i
c
i
t
y
f
o
r
O
k
a
y
a
m
a
P
r
e
f
e
c
t
u
r
a
l
U
n
i
v
e
r
s
i
t
y

4
,
1
4
5
,
0
0
0
k
W
h
（
1
y
e
a
r
）

(
2
)
D
e
l
i
v
e
r
y
p
e
r
i
o
d
:

F
r
o
m
１
A
p
r
i
l
,
2
0
2
3
t
h
r
o
u
g
h
3
1
M
a
r
c
h
,
2
0
2
4

(
3
)
D
e
l
i
v
e
r
y
p
l
a
c
e
:

O
k
a
y
a
m
a
P
r
e
f
e
c
t
u
r
a
l
U
n
i
v
e
r
s
i
t
y

1
1
1
k
u
b
o
k
i
,
s
o
j
a
－
s
h
i
,
O
k
a
y
a
m
a
－
k
e
n

(
4
)
T
i
m
e
l
i
m
i
t
f
o
r
t
e
n
d
e
r
:

2
:
0
0
P
.
M
.
7
F
e
b
r
u
a
r
y
,
2
0
2
3
（
b
y
m
a
i
l
5
:
0
0
P
.
M
.
6
F
e
b
r
u
a
r
y
,
2
0
2
3
）

(
5
)
C
o
n
t
a
c
t
p
o
i
n
t
f
o
r
t
h
e
n
o
t
i
c
e
:

G
e
n
e
r
a
l
A
f
f
a
i
r
s
D
i
v
i
s
i
o
n
,
O
k
a
y
a
m
a
P
r
e
f
e
c
t
u
r
a
l
U
n
i
v
e
r
s
i
t
y

1
1
1
k
u
b
o
k
i
,
s
o
j
a
－
s
h
i
,
O
k
a
y
a
m
a
－
k
e
n
,
7
1
9
－
1
1
9
7
,
J
a
p
a
n

T
E
L
0
8
6
6
－
9
4
－
2
1
1
1
（
m
a
i
n
p
h
o
n
e
n
u
m
b
e
r
）
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